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1.1  業務目的 

 沖縄県内においては、県民の多くが移動手段をマイカーに依存しており、朝夕

ピーク時の交通渋滞が慢性化している。特に、新型コロナウイルスの感染が拡

大した以降においては、公共交通の利用者が減少し、公共交通ネットワークの

維持に支障をきたしている。令和３年度に沖縄総合事務局運輸部が実施した

「沖縄の公共交通施策立案等に資するデータ収集と一元化に関する調査及び

ＳＤＧｓ実現に向けての公共交通利用促進調査」において、持続可能な開発の

観点から、公共交通の利用促進を求められた場合において、約６割強の人々が、

「現状と変わらない」と回答し、公共交通への利用転換の意識醸成を図ること

が課題となっている。  

 この約６割強の人々の中には、公共交通利用にメリットがあるにも関わらず、

そのメリットを認識できずにマイカーを利用している人々が一定数存在する

ことが推測される。  

 以上のことから、本調査では、公共交通への利用転換にメリットがある人々の

類型を整理・モデル化し、これに該当する人々をターゲットとして、定量的な

データや指標を用いた利用転換方策を検討し、ポストコロナにおける公共交通

利用への意識醸成のための課題解決に関する調査を実施した。  
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1.2  業務概要 

（1）業務名：ポストコロナにおける沖縄管内の公共交通転換への方策調査  

（2）工 期：令和 4 年 8 月 25 日から令和 5 年 3 月 31 日まで 

（3）発注者：内閣府沖縄総合事務局運輸部企画室  

（4）受注者：株式会社 中央建設コンサルタント  

（5）業務項目：  

 

 項目 単位 数量 備考 

1 
自家用車から公共交通転換した

場合の指標を含めたデータ収集  
式 1  

2 

ポストコロナにおけるマイカー

から公共交通への転換を促進す

る意識醸成の検討及び実証調査  

式 1  

3 広報の実施  式 1  

4 

本事業実施を踏まえた今後公共

交通への転換を促進する意識醸

成を図る上での課題  

式 1  

5 報告書作成  式 1 報告書、打合せ 3 回実施 
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1.3  実施方針 

1.3.1  本業務の認識  

(1) 業務目的との整合性  

 沖縄県における公共交通利用分担率は低く、多くの人が自動車に依存している。

その結果、朝夕ピーク時間帯での交通渋滞が慢性的に発生しており、平日の混

雑時旅行速度は三大都市よりも低くなっている。  

 また、新型コロナウイルスの影響により、混雑による密を避けるため公共交通

離れも一部みられる。  

 政令市並みの高密度市街地が軸上に展開し、さらに自動車への依存が高い沖縄

において、道路インフラに依存した交通体系だけでは限界がある。また今後さ

らに進む高齢化社会や、カーボンニュートラル等を踏まえると、自動車と公共

交通を適切に使い分けられる社会環境への転換（インフラ環境整備のみでなく

県民の意識や行動の変容）が求められる。  

 

(2) 課題認識 

 公共交通の利用転換方策の検討にあたっては、公共交通への転換の可能性があ

る人を抽出・モデル化し、対象毎に適切と考えられる方策を整理する必要があ

ると認識。  

 公共交通転換への意識や行動の変容に向けて、公共交通利用のメリットの定量

化に加え、すぐに行動に移せるための情報提供の工夫（例：バスマップ、バス

の乗り方、シェアサイクルポート（端末交通）情報、感染症対策等）も必要で

あると認識。  

 意識の醸成にあたり、交通手段が定まっていない層（例：学生等）へのアプロ

ーチも重要であると認識。  
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2.1  検討の概要 

 普段マイカーを利用している人々が、公共交通への利用転換を図ることによっ

て解決が図られる事項の整理及びそれを裏付けるデータの収集を行った。 

 なお、これについては、社会的課題の解決のほか、公共交通への利用転換を行

うメリットが個人の普段の生活における課題解決に資するものであることが

説明できるものについても併せて収集・整理を行った。 

 

2.1.1  作業概要 

 自家用車から公共交通転換によって解決が図られる事項について、ロジックモ

デルを参考に用い、施策と波及効果のつながりを可視化しながら、体系的に整

理を行った。  

 波及効果を裏付けるためのデータについて、社会的課題解決、個人のメリット

等の視点から、分析可能なデータを収集した。  

 

 

 

図 2-1 ロジックモデルを参考とした整理イメージ  

  

公共交通への転換

CO2の減少

公共交通の維持運行収入の増加

健康改善

結果 波及効果① 波及効果② 波及効果③

自家用車の減少

利用者の増加

歩行量の増加 医療費削減

地球温暖化防止

渋滞の緩和

【裏付けデータ】
• 自動車交通量 等

【裏付けデータ】
• 輸送実績報告書 等

【裏付けデータ】
• 移動距離
• カロリー 等

【裏付けデータ】
• 民プロ、自動車交通量 等

【裏付けデータ】
• 輸送実績報告書 等

【裏付けデータ】
• 便数、サービス水準 等

【裏付けデータ】
• 体重 等

【裏付けデータ】
• 医療費 等

（個人メリット） （個人メリット） （社会的課題解決）

（社会的課題解決）（社会的課題解決）（社会的課題解決）

（社会的課題解決） （社会的課題解決） （社会的課題解決）

ロジックモデルを参考とした整理イメージ
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2.2  公共交通を利用するメリットの整理 

 普段マイカーを利用している人々が、公共交通への利用転換を図ることによっ

て解決が図られる事項の整理及びそれを裏付けるデータの収集にあたり、ロジ

ックモデルを参考にメリットを抽出、5 つの項目に分類し最終的な理想像の整

理を行った。  

 整理にあたり、公共交通利用転換のメリットとして、社会的課題からの波及効

果の繋がり、個人的課題からの波及効果の繋がりの整理を行い、それぞれの裏

付けとなるデータについて収集を行った。  

 

 

図 2-2 公共交通を利用するメリットの整理  

 

渋滞を気にして運転
しなくていい（モノ
レールやバスレーン
等）
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自家用車が減らせ
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自家用車を持たなく
ていい

歩くため健康増進に
つながる
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ていい
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理しなくていい
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渋滞を気にして運転
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まっているのでメリ
ハリがつく
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出来る

交通渋滞 健康 環境問題 経済 安全・安心

渋滞の緩和 健康で長生き 温暖化防止 経済の向上

理想像

安全な社会

利用が増えると事
業者も安定する
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2.2.1  社会的課題からの波及効果の繋がり  

 ロジックモデルを参考に、沖縄の社会的課題からの理想像と、公共交通利用転換とのつながりを整理。指標として各裏付け

データの活用が想定されることから、データを活用して沖縄の現況の整理を行った。  

 

図 2-3 社会的課題波及効果の繋がり

公共交通への転換

CO2の減少

健康改善

波及効果① 波及効果② 理想像

自家用車の減少

歩行量の増加 健康で長生き

地球温暖化防止
渋滞の緩和

【裏付けデータ】
• 自動車交通量
• 自動車保有台数 等

【裏付けデータ】
• 移動距離
• カロリー 等

【裏付けデータ】
• 世界・日本の平均気温等

【裏付けデータ】
• 生活習慣病の割合 等

【裏付けデータ】
• 平均寿命の推移 等

【裏付けデータ】
• 民間プローブデータ
• CO2排出量（環境省） 等

土地有効活用に伴
う多様な経済活動

駐車場利用の減少
による土地有効活用

経済の向上

【裏付けデータ】
• 都市計画基礎調査 等

【裏付けデータ】
• 都市計画基礎調査 等

【裏付けデータ】
• 経済動向調査 等

利便性の高い
公共交通の実現

事業の安定化利用者の増加

【裏付けデータ】
• 輸送実績報告書 等

【裏付けデータ】
• 輸送実績報告書 等

【裏付けデータ】
• 便数、サービス水準 等

結果
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2.2.2  社会的課題に関するデータ収集・分析  

(1) 自家用車の減少：自動車保有台数  

 自動車検査登録情報協会資料より、自動車保有台数の把握が可能。  

 沖縄の自動車保有台数の伸びは、ここ 20 年間で 40％以上の増加となってい

る。他都道府県を大きく上回るだけでなく、国内でも突出している。  

 

 

図 2-4 自動車保有台数伸び率の全国比較  

2
0
2
0
年

/2
0
0
0
年
の
伸
び

出典：一般財団法人 自動車検査登録情報協会（自動車保有台数は、
乗用車、貨物車、乗合 車、特殊車、二輪車、軽自動車を含む）

沖縄県の自動車保有台数の伸びは
突出して全国一

地方部でも20％増以下
全国平均は10％増に満たない

東京は減少

図 都道府県別の自動車保有台数と人口の伸び

出典：国勢調査（総務省）、自動車検査登録情報協会

図 都道府県別の自動車保有台数の伸び率（2020年／2000年）

図 都道府県別の世帯当たり自動車保有台数（2020年）
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(2) 渋滞の緩和：民間プローブデータ  

 民間プローブデータより、渋滞に関する定量的な整理が可能。  

 平成 29 年に沖縄総合事務局開発建設部において実施された「わった～バス大

実験（カーフリーデー）」での検証では、自動車交通量及び民間プローブデー

タを用いて、自家用車からの転換を促した実験期間において、交通量の減少や、

渋滞道路の延長の減少を確認。  

 

 

 

図 2-5 民間プローブデータを用いた渋滞緩和の定量的評価   

自動車交通量による整理

民間プローブデータによる整理

出典：平成29年 わった～バス大実験の評価
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(3) CO2 の減少：国立研究所 温室効果ガスインベントリオフィス  

 国土交通省が出しているよりデータ・出典等より、CO2 排出量に関する定量

的な整理が可能。  

 全国と沖縄県の部門別二酸化炭素排出量(2018（平成 30）年度)の排出構成を比

較すると、沖縄県の産業構造が全国と比べて製造業の割合が小さいという特徴

から、運輸部門で占める割合が大きくなっている。  

 

 

図 2-6 沖縄県・全国との排出構成の比較  

出典：第 2 次沖縄県地球温暖化対策実行計画（国立研究所 温室効果ガスインベントリオフィス） 
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(4) CO2 の減少：運輸部門（自動車）CO2 排出量推計データ  

 環境省が出しているより推計データより、CO2 排出量に関する定量的な整理

が可能。 

 

 

図 2-7 環境省ＨＰ（運輸部門（自動車）CO2 排出量推計データ）  

  

数値の再設定が可能

令和2（2020）年度簡易な推計値（道路交通センサス自動車起終点調査データ活用法に準じる）

自治体名 ■沖縄県（合計）

人口 1,485,484 人 この集計にはデータ欠落があります

車種 軽乗用車 乗用車 バス 旅客計 軽貨物 小型貨物 普通貨物 特種車 貨物計 全車

登録地ベース

人口あたり保有台数 台/1000人 280.6 240.4 3.1 524.1 75.7 22.5 16.8 9.6 124.6 648.7

運行率 % 60.8% 66.5% 84.2% 63.5% 63.6% 66.0% 61.0% 74.6% 64.5% 63.7%

運行台数あたりトリップ数 Trip/台 2.98 3.82 4.15 3.40 3.61 4.02 5.14 4.18 3.93 3.50

人口あたりトリップ数 Trip/1000人 508.6 610.9 10.9 1,130.5 174.1 59.8 52.6 30.0 316.4 1,446.9

トリップあたり距離 km/Trip 10.21 9.75 10.63 9.97 10.02 10.98 4.59 5.59 8.88 9.73

排出係数 g-CO2/km 151.8 192.4 762.8 179.6 175.7 262.4 670.9 657.0 267.2 197.0

年間排出量 t-CO2 427,642 621,430 47,950 1,097,023 166,075 93,416 87,897 59,620 407,008 1,504,031

一人あたり排出量 t-CO2/人 0.29 0.42 0.03 0.74 0.11 0.06 0.06 0.04 0.27 1.01

目的地ベース

人口あたりトリップ数 Trip/1000人 501.6 569.4 11.1 1,082.2 180.5 58.4 49.2 27.4 315.4 1,397.6

トリップあたり距離 km/Trip 10.15 9.80 10.30 9.95 9.75 10.51 4.42 5.86 8.56 9.64

排出係数 g-CO2/km 151.8 192.4 762.8 179.6 175.7 262.4 670.9 657.0 267.2 197.0

年間排出量 t-CO2 419,052 582,182 47,437 1,048,671 167,556 87,370 79,054 57,121 391,100 1,439,771

一人あたり排出量 t-CO2/人 0.28 0.39 0.03 0.71 0.11 0.06 0.05 0.04 0.26 0.97

出発地ベース

人口あたりトリップ数 Trip/1000人 501.6 569.4 11.1 1,082.2 180.5 58.4 49.2 27.4 315.4 1,397.6

トリップあたり距離 km/Trip 10.15 9.83 10.15 9.97 9.79 10.56 4.53 6.02 8.66 9.67

排出係数 g-CO2/km 151.8 192.4 762.8 179.6 175.7 262.4 670.9 657.0 267.2 197.0

年間排出量 t-CO2 419,307 584,109 46,738 1,050,155 168,333 87,755 81,013 58,735 395,836 1,445,991

一人あたり排出量 t-CO2/人 0.28 0.39 0.03 0.71 0.11 0.06 0.05 0.04 0.27 0.97

グレーで斜体の数値は、データの信頼性が不足しています

結果

出力

終了

→

表示

選択

解除

静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

那覇市
宜野湾市
石垣市
浦添市
名護市
糸満市
沖縄市
豊見城市
うるま市
宮古島市
南城市
国頭村
大宜味村
東村
今帰仁村
本部町
恩納村
宜野座村

2.都道府県選択

4.おまとめ機能選択

おまとめおまとめ

3.市区町村選択

5.周辺市区町村選択

6.実行

令和2（2020）年度簡易な推計値（道路交通センサス自動車起終点調査データ活用法に準じる）

1.表示年度選択

機能解説

機能解説

信頼性について
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(5) 地球温暖化防止：気象庁ＨＰ（各種データ・資料）  

 気象庁が出しているより各種データ・資料より、気温に関する定量的な整理が

可能。 

 世界の年平均気温は、様々な変動を繰り返しながら上昇しており、長期的には

100 年あたり 0.74℃の割合で上昇している。特に 1990 年代半ば以降、高温と

なる年が多くなっている。  

 

 

図 2-8 年平均気温長期変化傾向（上：1891－2022 年、下：1979－2022 年） 

  



第 2章 自家用車から公共交通転換した場合の指標を含めたデータ収集 

2-10 

 

 

図 2-9 世界の平均気温偏差  

出典：気象庁 HP（各種データ・資料）  
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(6) 歩行量の増加：国民健康・栄養調査  

 厚生労働省が出しているよりデータより、歩行量に関する定量的な整理が可能。 

 沖縄の歩数は、男性・女性共に全国平均を下回っている。  

 

 

図 2-10 性別・都道府県別歩行量比較  
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■参考：都道府県別平均歩数と健康診断有所見率との関係 

 歩数と健康診断有所見率（再検査の割合）との関係から、歩数が少ないことが

健康に影響を及ぼしていることが伺える。 
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出典：平成28年国民健康・栄養調査（厚生労働省）令和2年職場における定期健康診断実施結果（沖縄労働局）
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※熊本県は有所見率データ不在のため未表示

出典： 5年間の BMI の変化量：国⽴研究開発法人国⽴国際医療研究センター調査結果

図 都道府県別の平均歩数と健康診断有所見率
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■参考：都道府県別こどもの徒歩率 

 沖縄県の子供の徒歩率も全国最下位であり、徒歩 10 分未満は全国 2 位である

ことから、子供のころから歩かない環境が構築されていると想定される。  

 

図 2-11 都道府県別の小学生通学徒歩率、徒歩時間  

 

  

出典：平成28年度全国体力・運動能力等調査（スポーツ庁）
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■参考：沖縄県内小中高校生の通学手段  

 県内県立高校の通学手段では 4 割もの学生が保護者の送迎となっている。  

 また、4 市（那覇市、浦添市、宜野湾市、沖縄市）の小・中学生では 7 割程度、

高校生に至っては 8 割もの児童・生徒が送迎を経験している。  

 

 

図 2-12 県内県立高校の通学手段（令和元年調査）  

 

 

図 2-13 那覇市、浦添市、宜野湾市、沖縄市内の小中高校の通学手段  

（平成 22 年、23 年調査） 
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(7) 平均寿命の推移：都道府県別生命表  

 厚生労働省が出しているよりデータより、寿命に関する定量的な整理が可能。 

 沖縄の寿命の平均年齢は、男性が 43 位で全国平均を下回り、女性が 16 位で

全国平均を上回っている。  

 男性は全国平均の 81.49 歳に対して 80.73 歳と下回っている。女性は全国平均

の 87.60 歳に対して 87.88 と上回っている。  

 

 

図 2-14 沖縄県の性別平均年齢、都道府県順位  

出典：都道府県別生命表（厚生労働省）  
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図 2-15 性別、都道府県別平均年齢（2020 年） 

出典：都道府県別生命表（厚生労働省）  
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(8) 駐車場利用の減少：沖縄県都市計画基礎調査（土地利用）  

 沖縄県が 5 年に一度調査しているデータより、駐車場（土地利用）に関する定

量的な整理が可能。  

 時系列で整理することで、駐車場用途の変遷の把握が可能。  

 

 

図 2-16 那覇市（県庁周辺）の駐車場整備状況  
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■参考：沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査 

 沖縄県が実施した平成 18 年沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査にお

いて、朝ピーク時間帯（7～9 時）では通勤、夕ピーク時間帯（17～19 時）で

は帰宅のまとまった需要が存在している。手段別で見ると、朝・夕では自家用

車によるトリップとなっている。  

 移動目的別や代表交通手段別の時間帯別トリップ数が把握されている。また、

令和 5 年度にもパーソントリップ調査を予定していることから、今後の指標と

して活用が想定される。 

 

図 2-17 都市圏内：自家用車の目的種類別 発時間帯別 発生量 

  

図 都市圏内：代表交通手段別 発時間帯別 発生量

通勤目的をターゲットとすることは交通円滑化効果が大
帰宅時の交通円滑化にも確実に影響
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■参考：沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査 

 沖縄県が実施した平成 18 年沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査にお

いて、朝ピーク時間帯（7～9 時）の那覇市内での駐車形態の約 6 割が企業の

駐車場となっている。  

 

図 2-18 那覇市への時間帯別通勤自動車台数と駐車形態割合  
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(9) 土地の有効活用に伴う地価向上：国土数値情報 地価公示 

 国土数値情報で公表されている地価公示データより、地価に関する定量的な整

理が可能。  

 時系列で整理することで、土地利用の変化による地価の変遷や、要因の把握が

可能。その他、駅周辺や公共交通の利便性が高い軸沿線等での整理の可能。  

 

 

図 2-19 モノレール駅周辺の地価公示推移  

出典：国土数値情報（地価公示）  

  

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

（円） 県庁前駅（500m圏内） 地価公示推移

最大値 最小値 平均値

0

50,000

100,000

150,000

200,000

（円）
てだこ浦西駅（500m圏内） 地価公示推移

最大値 最小値 平均値



第 2章 自家用車から公共交通転換した場合の指標を含めたデータ収集 

2-21 

■参考：都道府県別の市街地人口密度と住宅地平均価格 

 沖縄県では、宅地価格は政令指定都市並み、市街化区域人口密度は大都市周辺

並みとなっている。  
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■参考：市町村別の住宅地地価推移 

 市町村別の住宅地地価推移では、2012 年辺りから観光産業が好調となった時

期と同じく増加がみられる。  

 

■参考：都道府県別の居住期間と公示地価の関係 

 沖縄県では、地価の高さから持ち家率が少なく、20 年以内に引っ越しする世

帯が多いと想定される。公共交通ネットワークは東京程発達していないため、

自家用車に依存していることが想定される。  

  

（2022年時点で10万円／㎡の自治体のみ抜粋）

出典：住宅地地価は公示地価、居住期間は国勢調査
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(10) 経済の動向：経済動向調査  

 沖縄県の経済動向調査データより、経済に関する定量的な整理が可能。  

 個人消費について、自動車販売（新車）は、半導体の調達難に伴う部品不足で

新車生産の停滞が継続していることなどが影響し、前年同期を下回っている。 

 

 

 

図 2-20 経済動向の経年推移  

出典：経済動向調査（沖縄県）  
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(11) バス利用者の増減、運行収入の増減：運行系統別輸送実績報告書  

 沖縄総合事務局が保有しているよりデータより、輸送人員、運行収入に関する

定量的な整理が可能。  

 輸送人員・運行収入の合計を経年でみると、2019 年までは順調に増加してい

たが、2019 年から 2020 年にかけてどの系統もコロナウィルスの影響により

大幅に減少している。  

 2019 年から 2020 年の比較では、那覇市内では約 2 割、中部地域では約 3 割

と下落幅が大きい。  

 

 

図 2-21 輸送人員の経年推移  
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2.2.3  個人的課題からの波及効果の繋がり  

 ロジックモデルを参考に、個人的課題からの理想像と、公共交通利用転換とのつながりを整理。指標として各裏付けデータ

の活用が想定されることから、データを活用して沖縄の現況の整理を行った。  

 

図 2-22 個人的課題波及効果の繋がり  
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2.2.4  個人的課題に関するデータ収集・分析  

(1) 自動車の維持費の削減：沖縄県家計調査  

 沖縄県が保有しているより調査データより、自動車の維持費、経済状況に関す

る定量的な整理が可能。 

 支出の 10 大費目の対前年実質増加率について、「交通・通信」は「教育」につ

いで増加。また、支出のうち、「食料」に次いで「交通・通信」が 2 番目の割

合を占める。  

 

 

 

図 2-23 全国、沖縄県の支出項目の比較  
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■参考：県民経済計算、都道府県別の貧困率等 

 沖縄県では、一人当たりの県内総生産が低く、子どもの貧困率が高い状況とな

っている。  

 

図 2-24 都道府県別の一人当たり県民所得と子供の貧困率  

出典：平成 29 年度県民経済計算 (内閣府）、都道府県別の貧困率、ワーキングプア率、子どもの貧困率、捕

捉率の検討（山形大学人文学部研究年報 第 13 号（2016.3）山形大学戸室健作）、平成 29 年就業構造基本

調査（総務省）  
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■参考：全国、沖縄県の所得分布比較 

 沖縄県は全国に比べ、300 万円未満所得の世帯が多く、全体の 50％を占めて

いる。また、300 万円未満の世帯は約 30 万世帯（全 61 万世帯）となってい

る。 

 

図 2-25 沖縄県の所得分布（全国平均との比較）と世帯数  
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(2) 死亡・負傷等の事故件数の減少：交通白書  

 沖縄では高齢者が起こす交通事故が増加している。また高齢者の人口は、今後

も急激に増加すると見込まれる。 
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■参考：学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査等 

 

 

図 2-26 都道府県別の通学路・通園路設定、集団登下校実施率  

 

出典：学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査〔平成 30 年度実績〕（文部

科学省）、警察庁交通事故統計情報のオープンデータの 2020 年の人対車両事故によ

る死傷者数、令和２年国勢調査  
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図 2-27 都道府県別の通学路・通園路設定状況と交通事故死傷者数  

出典：学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査〔平成 30 年度実績〕（文部

科学省）、警察庁交通事故統計情報のオープンデータの 2020 年の人対車両事故によ

る死傷者数、令和２年国勢調査  
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(3) 自由時間の確保：国民生活時間調査  

 ＮＨＫ放送文化研究所が公表しているより調査データより、生活時間に関する

定量的な整理が可能。ただし、都道府県別のデータはない。  

 参考として、40 代の男性・女性では、通勤時間帯に新聞を読む層が存在して

いる。公共交通利用転換のターゲット分析の一つとして活用も想定される。  

 

 

図 2-28 新聞を読む時間帯  

出典：NHK 放送文化研究所「国民生活時間調査」

https://www.nhk.or.jp/bunken/yoron-jikan/terms-of-service.html のデータを基に

作成 
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3.1  検討の概要 

 公共交通への利用転換にメリットがある人々の類型を整理・モデル化（例えば、

公共交通への利用転換により経済的負担の軽減が図られる類型など）し、これ

に該当する人々をターゲットにした利用転換方策を検討した。  

 2 章及び 3 章の内容を踏まえ、マイカーから公共交通に転換する方策について

実証調査を行った。  

 実証調査の結果を踏まえ、検討内容の改善が必要な箇所について、修正検討を

行った。 
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3.2  公共交通への利用転換にメリットがある人々の類型を整

理・モデル化及び、利用転換方策の検討 

3.2.1  公共交通利用転換のターゲット整理  

 公共交通利用転換のターゲット整理にあたり、沖縄県内の基礎情報の整理を行

った。 

(1) 人口 

 那覇市、浦添市、西原町では 2010 年から 2020 年にかけて夜間人口が微増（5%

以下）、一方で隣接市町村での人口増加（5％以上）となっている。那覇市、浦

添市から隣接市町村へ転出が想定される。一方で就業地は那覇が中心であるこ

とから、より一層の自家用車への依存が想定される。  

 

図 3-1 沖縄本島の市町村別人口増加率（2020 年/2010 年）  

図 沖縄本島の市町村別人口増加率（2020年/2010年）

出典：国勢調査（総務省）
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(2) 免許保有率等 

 沖縄の男女別免許保有率を見ると、男性は 30 歳未満で全国平均より高く、女性は 50 歳未満で全国平均より高くなっている。  

 今後、免許を持った高齢者の増加、免許返納人口の増加も見込まれることから、車を持たない県民の日常生活を支える足の

確保が重要となる。  

 

図 3-2 沖縄県の運転免許保有率（性年齢階層別）と 65 歳以上人口の免許保有有無別人口（性別）／令和２年  

運
転
免
許
保
有
率
（
％
）

年齢階層

出典：国勢調査（総務省）、運転免許統計（警察庁）より作成

年齢階層

人口（万人）

沖縄県男性の免許保有率は、
30歳未満で全国平均より高いこ
とが特徴

①沖縄県女性の免許保有率は、
概ね全ての年齢層で高く、特
に50歳未満ではその傾向が
大きい
⇒車に依存せざるを得ない階層

②65歳以上では女性の免許
保有率が男性に比べ大きく低
い

・現状で免許非保有の65歳以
上人口は約14万人で県人口
の10％に及ぶ
・今後、高齢者の増加、免許返
納人口の増加も見込まれ、
益々車を持たない県民の日常
生活を支える足の確保が課題
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(3) 定期利用率 

 沖縄はバス定期率が全国一低く、沖縄のバス交通は、鉄道がある他県と比べて

も、現状骨格軸を担う公共交通として機能しきれていないと推測される。 

 

 

図 3-3 平成 27 年度 都道府県別のバス（一般乗合）輸送人員の定期率  
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図 平成27年度 都道府県別のバス（一般乗合）輸送人員の定期率
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図 平成27年度 都道府県別の鉄道乗車人員（新幹線除く）の定期率

図 平成27年度 都道府県別のバス（一般乗合）輸送人員の定期率

出典：平成29年版 都市・地域交通年報、運輸総合研究所

※ＪＲ、民鉄、地下鉄、路面電車、モノレール、新交通を含む

※福島県は欠値

沖縄はバス定期率が全国一低く、沖縄のバス交通は、鉄道がある他県と比べても、
・現状骨格軸を担う公共交通として機能しきれていない
・県民生活・都市活動等を十分に担えきれていないのでは

沖縄は鉄軌道定期率も全国一低い
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(4) 自動車利用者の転換の可能性  

 バスを利用しない人（自動車ユーザー）に対して、どんな取り組みがあれば転

換するかの設問に対し、「時間通りに来る」、「目的地に早く着く」等の定時性・

速達性が重要視。  

 一方で、通勤手当、IC カード利用場所の増加、職場駐車場の廃止等、環境の変

化に併せた転換を考える人も少なからず存在。  

 

 

  

14.2%

13.5%

15.2%

7.1%

9.6%

5.7%

43.1%

36.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

会社から通勤手当が出る

ICカード利用の特典が増える

ICカードがいろいろな場所で使える

職場から公共交通の利用を推奨される

職場の駐車場が廃止される

職場が時差出勤を導入する

時間通りに来る

目的地に早く着く

出典：バスレーン拡充調査検討業務報告書（平成31年3月 沖縄県）

■バス利用しない人が、利用するために必要な取組（N=705）
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(5) 通勤手当 

 沖縄では、マイカー通勤を認めている企業が 75％であり、76.7％の企業が従

業員のための駐車場を確保し、また料金を無料としている企業は 74.4％とな

っている。  

 一方で、通勤費については、全額支給が 27.6％、定額支給が 63.8％となって

いる。 

 

 

図 3-4 勤務先企業のマイカー通勤の駐車場  

  

国道 58 号線沿線（概ね 300m 以内：主に従業員が国道 58 号線経由で通勤する）の従業員数 20 名以
上の事業所対象（郵送数 557 社 回収率 20.8％）

＜マイカー通勤を認めているか＞ ＜通勤費は支給しているか＞

＜従業員駐車場を確保しているか＞ ＜従業員駐車場の料金＞

出典：国道 58 号（「基幹バス構想」における主要幹線区間）を通勤ルートとする民間企業等従業員
の通勤手段等に関する調査検討業務（平成 28 年 3 月）、運輸部
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(6) 目的別のトリップ数（沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査）  

 ターゲットとして、通勤需要はピーク時のまとまった需要規模があり、かつ定

常的であることから、ターゲットの対象として想定される。  

 

 

図 3-5 沖縄中南部都市圏（H18）の主な移動目的と手段別のトリップ数  
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図 中南部都市圏（H18PT)の主な移動目的別手段別のトリップ数

モノレール 路線バス 自家用車

人トリップ／日

県外観光客（仮定）

仮に、1000万人のうち、本島８割、
滞在日数４日、平均トリップ数／日
４、徒歩二輪以外率を70％とし、
365日で除すと20万強か・・・

業務交通（打合せ、
営業、納入等）は、
公共交通への転換
しにくい特性

• 私事交通（買物、通院、
レジャー、送迎等）は、オフ
ピークで非定常的な活動が
多い

• まちづくり・施設等との連携、
サブスク的な付加価値サー
ビス、個人行動への継続的
な啓蒙等が重要

通学交通は、学校等
との連携、通学費負
担、家族による送迎と
の関係（通勤との関
係）での取り組みが
重要

観光交通は、観光まちづくり、
ツアーとの連携、荷物対策、
周遊性、乗りたくなる仕組み
等が重要

• 通勤需要は、ピーク
時のまとまった需要
規模があり、且つ定
常的

• 交通円滑化対策に
大きく寄与、企業との
一体的な取組、企業
の社会貢献性を高め
る等の観点もある

• そのためのインセン
ティブが重要

ベースには、交通事業者の事業改善努力、各種公共交通サービスの改善（バス網再編、バスレーン、バス停環境整備、車両グ
レードアップ、情報整備等）の施策や、全体的な周知、啓蒙、ＭＭ、ＴＤＭ等のソフト施策

※別途、帰宅目的（バス、モノレール、自動車）は約73万トリップ
※その他手段（徒歩二輪等）を含めると、都市圏全体で約260万トリップ
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3.2.2  公共交通の利用頻度が比較的高い軸の抽出  

(1) 【公共交通のサービス水準（系統数）】  

 沖縄本島内の路線バスの系統数について、100mメッシュごとの系統数を整理。 

 系統数から見るサービス水準の高い軸として、国道 58 号を中心とした基幹バ

スルート（久茂地⇔伊佐⇔普天間⇔コザ）が挙げられる。特に、国道 58 号（久

茂地～大謝名）、国道 330 号（普天間～コザ）区間では他方面からバスが集中

する区間であるため、結果的に 20 本以上もの系統が走行。  

 

  

路線バス網(R3.4時点)

道路網（H31.3DRM）

モノレール

国道58号
（久茂地～大謝名）

国道330号
（普天間～コザ）

01～05系統未満

05～10系統未満

10～15系統未満

15～20系統未満

20～25系統未満

25～30系統未満

30～35系統未満

35系統以上

バス系統数

※路線バスネットワークは、令和3年4月時点で弊社作成のデータを使用
※道路ネットワークは令和元年3月時点のDRM（デジタルロードマップ）を使用
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(2) 【公共交通のサービス水準（便数）】  

 沖縄本島内の路線バスの 1 時間当たり便数（※5 時～23 時の 18 時間を営業時

間として 1 時間当たりの便数を算出）について、100m メッシュごとの便数を

整理。 

 サービス水準の高い軸として、国道 58 号を中心とした基幹バスルートに加え、

国道 329 号を中心としたルート（那覇⇔与那原）が挙げられる。国道 329 号

を中心としたルートでは、系統数は少ないものの、他区間よりも便数は多い。 

 

  

01 / 未満

01～05 / 未満

05～10 / 未満

10～15 / 未満

15～20 / 未満

20～25 / 未満

25～30 / 未満

30 / 以上

運行 数

 5時～23時の18時間を1日の営業とし、
1時間当たりの運行 数を算出

国道58号
（久茂地～大謝名）

国道330号
（普天間～コザ）

※便数は、令和2年時点の運行実績報告書を使用

路線バス網(R3.4時点)

道路網（H31.3DRM）

モノレール
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(3) 【公共交通のサービス水準（バスレーン規制）】  

 バスレーン規制が行われている道路は、国道 58 号（旭橋～伊佐）、国道 329 号

（兼城→古波蔵）、国道 330 号（古波蔵→与儀）、その他県道となっており、

朝・夕の定時性・速達性の確保が行われている。  

 

 

  

出典：沖縄県警ＨＰより記載
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(4) 【公共交通促進に関する取組（基幹バスシステム）】  

 沖縄県では、公共交通利用促進に向け、基幹バスシステム導入の取組を実施。 

 基幹バスとは、「需要密度が高い南北都市軸上を中心に基幹バス網を配置し、

わかりやすいバス」、「高い輸送力、走行性、快適性を備えた軌道系交通システ

ム並のグレードを備えたバスシステム」とされている。  

 全体イメージでは、国道 58 号、国道 329 号、国道 330 号を中心とした 3 つの

基幹バスルートが位置付けられている。  

 

 

  

＜名古屋での基幹バス導入事例＞

＜専用走行空間確保のイメージ＞

○基幹バスシステム全体イメージ

出典：那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市・北中城村地域公共交通総合連携計画（Ｒ3）

○基本方針
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(5) 【公共交通促進に関する取組（国道 58号を中心とした基幹バスシステム導入）】 

 沖縄県では、公共交通利用促進に向け、基幹バスシステム導入の取組を実施。 

 基幹バス導入により、現況の複雑で国道 58 号等の一部過剰に供給されている

状況を分かりやすくしつつ、束ねて減らすことで効率化を図る。  

 

 

■参考：基幹バスシステムの重要性 

 

  

【現況】複雑、一部過剰供給 【将来】幹線軸とフィーダー役割分担

＜現状＞
・多くの系統が那覇
まで運行

・複雑かつ 長距離

＜課題＞

・利用者にとって
わかりにくい

・時刻表通りに来ない

＜速達性の向上＞
・基幹急行バス運行開始
・バスレーン整備

＜今後の課題＞
・伊佐以北へのバスレーン
延長
・沖縄市側の交通結節点
整備

基幹バス

出典：那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市・北中城村地域公共交通総合連携計画（Ｒ3）

47

那覇市を中心とする圏域

沖縄市を中心とする圏域

２つの圏域を結ぶ
基幹バスシステム

図 国道58号を中心とした基幹バスシステム

➢ 駐留軍用地による都市圏の分断と
制約の中で拡大する高密度市街地

➢ 郊外化の進展によるトリップ数・トリッ
プ長の増大

都市構造上の課題

県民の暮らしの足
移動の多様性に寄与

公共交通事業性の向上

地球環境や持続社会に貢献

道路渋滞の緩和

交通安全

都市づくりや県民生活に貢献

基幹バスシテムは、
沖縄の社会経済、豊かな県民生活を支える

重要な社会インフラ

➢ 高齢社会への対応
➢ 自動車への過度な依存

社会構造上の課題

➢ 需要密度が高い南北都市軸上を中心に基幹バス網を配置し、わかりや
すいバスを目指す。

➢ 基幹バス網では、高い輸送力、走行性、快適性を備えた軌道系交通シ
ステム並のグレードを備えたバスシステムを目指す。

基幹バスシステムの機能イメージ

出典：那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市・北中城村地域公共交通総合連携計画（Ｒ3）



第 3章 ポストコロナにおけるマイカーから公共交通への転換を促進する意識醸成の検討及び実証調査 

3-15 

(6) 【公共交通促進に関する取組（沖縄都市モノレール延長事業）】  

 沖縄県における戦後初の軌道系交通機関として、沖縄都市モノレール（愛称：

ゆいレール）が平成 15 年 8 月から運行している。（那覇空港から首里区間の全

駅 15 駅、12.9km、所要時間 27 分）、首里駅から沖縄自動車道西原インター付

近までの約 4.1km、4 駅を延長。（平成 31 年度開業） 

 

 

(7) 【公共交通促進に関する取組（沖縄都市モノレール 3 両化事業）】 

 沖縄県・沖縄都市モノレールでは、令和 4 年度に着工又は完成（一部完成）し、

本県の新たな飛躍を展望する大型プロジェクト等を県民をはじめ県内外に周

知し、利用を促進するとともに、本県経済社会の自律的な発展を推進。  

 

  

那覇空港駅

赤嶺駅

小禄駅

奥武山公園駅

壺川駅

旭橋駅

県庁前駅

美栄橋駅

牧志駅 安里駅

おもろまち駅

古島駅

儀保駅

首里駅

浦添前田駅

運営基地

那
覇
空
港
自
動
車
道

てだこ浦西駅

市立病院前駅

経塚駅

石嶺駅

沖
縄
自
動
車
道

≪沖縄都市     (延伸)：H31年夏開業≫

○     と高速道路との結節点整備。
（     と高速   ・    ＆      ・    ＆       ）

出典：沖縄都市モノレールパンフレット

Ｐ＆Ｒ駐車場

交通広場

てだこ浦西駅 完成イメージ

てだこ浦西駅 近郊イメージ

てだこ浦西駅

幸地インター

出典：沖縄県ＨＰ



第 3章 ポストコロナにおけるマイカーから公共交通への転換を促進する意識醸成の検討及び実証調査 

3-16 

■参考：国勢調査による通勤・通学者の移動手段別の分担率 

 令和 2 年度国勢調査結果より、選定ルート沿線の通勤・通学時の移動手段別の

分担率を算出。沖縄本島全体では公共交通（バス・モノレール）が 8％程度に

対し、各ルートでは 10％を超えており、公共交通が選ばれていることが分か

る。 

 

 

 

図 3-6 ルート概要  

出典：令和2年度国勢調査（男女，利用交通手段別通勤者・通学者数（15歳以上）－町丁・字等）
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1.1%

1.1%

1.0%

1.2%

0.7%

0.9%

64.3%

66.0%

64.8%

58.6%

46.8%

59.2%

0.7%

0.5%

0.6%

0.9%

1.0%

0.7%

8.8%

6.5%

7.0%

6.8%

9.7%

10.8%

3.0%

3.2%

3.2%

3.8%

4.0%

3.6%

2.3%

2.2%

2.2%

2.0%

3.0%

2.0%

4.8%

3.4%

3.5%

4.0%

3.1%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H22_沖縄本島全体

R2_沖縄本島全体

沖縄本島中南部

①基幹バスルート

②モノレールルート

③国道329号ルート

徒歩のみ 鉄道・電車 乗合バス 勤め先・学校のバス 自家用車

ハイヤー・タクシー オートバイ 自転車 その他 利用交通手段「不詳」

2 000人未満

2 000～4 000未満

4 000～6 000未満

6 000～8 000未満

8 000～10 000未満

10 000～12 000未満

12 000～14 000未満

14 000人以上

メッシュ別人口

①基幹バスルート
半径300m以内の人口：246,956人

②モノレールルート
半径300m以内の人口：187,076人

③国道329号ルート
半径300m以内の人口：130,368人

※人口は、令和2年国勢調査結果を使用
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公共交通分担率   

  

公共交通分担率      

公共交通分担率       

公共交通分担率        

公共交通分担率        

公共交通分担率        

公共交通分担率        

公共交通分担率        

公共交通分担率     

出典：令和2年度国勢調査（男女，利用交通手段別通勤者・通学者数（15歳以上）－町丁・字等）

出典：令和2年度国勢調査（男女，利用交通手段別通勤者・通学者数（15歳以上）－町丁・字等）

  年    年           

  

  年    年          

  年    年          

  年    年        

  年    年       

  年    年        

  年    年        

  年    年         

  年    年      
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3.2.3  対象エリアの決定  

 前述の整理を基に、本検討では、①国道 58 号を中心とした基幹バスルート、

②沖縄都市モノレールルート、③国道 329 号ルート（那覇ＢＴ～与那原）の軸

を対象に、検討を実施。令和 2 年国勢調査結果より、各ルート沿線 300m 圏内

の人口は 10 万人となっており、需要の多い路線と想定。  

 

 

  

2 000人未満

2 000～4 000未満

4 000～6 000未満

6 000～8 000未満

8 000～10 000未満

10 000～12 000未満

12 000～14 000未満

14 000人以上

メッシュ別人口

①基幹バスルート
半径300m以内の人口：246,956人

②モノレールルート
半径300m以内の人口：187,076人

③国道329号ルート
半径300m以内の人口：130,368人

※人口は、令和2年国勢調査結果を使用
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3.2.4  公共交通、自動車を利用した際のコスト比較  

(1) 公共交通、自動車のコスト条件の整理  

 対象エリアにおける公共交通利用及び、自動車利用のコストを算出し整理する

ため、以下の条件での整理を実施。なお、定期料金については、日当たりに割

り戻す際に 1 円単位で切り上げ。  
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基幹バスルート 国道   9 号ルート モノレールルート 

公共交通利用コスト 起点：那覇ＢＴ 起点：那覇ＢＴ 起点：県庁前駅 

 バス料金（通常券） 安謝橋：48 円（片道 240 円） 

コザ： , 8 円（片道 890 円） 

国場：48 円（片道 240 円） 

与那原：88 円（片道 440 円） 
ー 

 バス料金（通勤・定期）  安謝橋：46 円（片道 230 円） 

コザ： ,   円（片道 850 円） 

国場：46 円（片道 230 円） 

与那原：84 円（片道 420 円） 
ー 

 バス料金（通学・定期）  安謝橋： 9 円（片道 195 円） 

コザ： ,   円（片道 555 円） 

国場： 9 円（片道 195 円） 

与那原：   円（片道 355 円） 
ー 

 モノレール料金（通常券） 
ー ー 

おもろまち駅：46 円（片道 230 円） 

浦添てだこ駅：68 円（片道 340 円） 

 モノレール料金（通勤・定期）  
ー ー 

おもろまち駅： 9 円（片道 195 円） 

浦添てだこ駅：   円（片道 235 円） 

 モノレール料金（通学・定期）  
ー ー 

おもろまち駅：   円（片道 125 円） 

浦添てだこ駅：   円（片道 185 円） 

自動車利用コスト 

 1km 当たりガソリン料金   円（ガソリン 158 円/ℓ ÷ 燃費 15km/ℓ） ※小売物価統計調査（2021） 

 日当たり駐車場料金 66 円（駐車場料金 14,453 円 ÷ 1 ヶ月 22 日） ※小売物価統計調査（2021） 

 日当たり車両維持費  , 9 円（（車両購入+整備費+自動車等部品+自賠責＋任意保険+税金）÷ 1 ヶ月 22 日）  

※全国家計構造調査（令和元年）、小売物価統計調査（2021）等 
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■参考：自動車のイニシャルコスト、ランニングコスト 

  

出典1ヵ月換算単位費用

全国家計構造調査_沖縄県（令和元年）4,892/月4892車両購入➀

出典備考1ヵ月換算単位費用

全国家計構造調査_沖縄
県（令和元年）

自動車の減価償却10年
車両購入費150万円で想定

12,500/月12,500車両購入➀

維持管理等

車検・定期点検2,047/月2047自動車整備②

小売物価統計調査
（2021）

1.5Lクラス（乗用車）621/6カ月3,723オイル

自動車等
部品

③ 17,363/本2,894/2年69,452タイヤ

普通品185/2年4,439バッテリー

全国家計構造調査_沖縄
県（令和元年）

634/月634自賠責保険④

3,044/月3,044任意保険⑤

1L～1.5L2,875/1年34,500自動車税
税金⑥

国土交通省HP2.5ｔ3,417/2年41,000重量税

-28,217--合計

小売物価統計調査
（2021）

-/ℓ158ガソリン⑦
通勤

14,453月極14,453駐車場⑧

参考）
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■参考：路線バスの通勤・通学定期料金 

  
出典：沖縄バスＨＰより記載
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■参考：モノレールの通勤・通学定期料金 

 

 

出典：沖縄都市モノレールＨＰより記載
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(2) 基幹バスルートでのコスト比較 

 基幹バスルートにおいて、公共交通と自動車を利用した際のコスト比較を実施。

通常（往復）と自動車利用（燃料・駐車代のみ）の比較では、約 7km 圏内（第

二城間バス停）までが公共交通優位となる。また、自動車利用コストに車両維

持管理費（購入費用なし）を含めた場合は、約 23km 圏内（コザバス停）まで

公共交通優位の範囲が広がる。  
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(3) モノレールルートでのコスト比較 

 モノレールルートにおいて、公共交通と自動車を利用した際のコスト比較を実

施。通常（往復）と自動車利用（燃料・駐車代のみ）の比較では、約 11km 圏

内（てだこ浦西駅）までが公共交通優位となる。  
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(4) 国道 329 号ルートでのコスト比較 

 国道 329 号ルートにおいて、公共交通と自動車を利用した際のコスト比較を

実施。通常（往復）と自動車利用（燃料・駐車代のみ）の比較では、約 8km 圏

内（南部保健所前バス停）までが公共交通優位となる。  
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3.3  自家用車から公共交通に転換する方策について実証調査 

3.3.1  公共交通利用に関する他県比較  

 沖縄と首都圏の 20km 圏からの通勤定期代を比較すると、６か月定期代は、首

都圏は５万円台（JR のみの場合）に対して、沖縄は 20 万円超となっている。 

 首都圏では、通勤費を全額企業が交通費として支給していることから、通勤者

は充実した鉄道ネットワークで費用負担もなく早く移動が可能となっている。 

 沖縄は、バス通勤するにも、企業の通勤費支給が限定的であり、個人負担が極

めて大きい。 

 結果、車依存（企業も車通勤を容認、駐車場も確保）に繋がっていると想定さ

れる。 

 沖縄の特殊性による課題であり、交通面だけでなく、経済的、社会的、環境的

にも大きな課題と想定される。  

 

 

 

  

国分寺

新宿沖
縄

市

那
覇

市

霞ヶ関

三鷹
四ツ谷

高尾

表　沖縄と首都圏における、20km圏から中心部までの通勤費用の比較

運賃（円／片道） 距離（km） 時間（分） 通勤定期（円／１か月） 通勤定期（円／3か月） 通勤定期（円／６か月）

国分寺 新宿 396 21.1 33 11,850 33,790 56,910

三鷹 霞ヶ関 476 20.4 35 15,830 45,130 79,960

※運賃、時間は、朝７時台発のJR中央線快速と丸の内線で乗換時間を含む

胡屋 県庁北口 850 20.3 63 35,700 101,750 203,500

※運賃、時間は、朝７時台出発の基幹急行バス（琉球バス交通23番系統） ※６か月定期代＝３か月定期代×２

※表中の距離、時間、料金はyahoo乗換案内によるもの、図中の重ね図は概ねのもの
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 沖縄中南部都市圏のバス利用トリップ長は、30 分程度が最頻値で概ね 10km

圏（通勤の那覇着の場合は伸びる可能性あり、東京都心着通勤鉄道は 60 分を

超えた程度が最頻値）  

 沖縄の 10km 圏に相当する真志喜～県庁北口で、通勤６カ月定期運賃は 13 万

円弱に達する。  

 同距離帯の通勤６カ月定期運賃を、他モード、他地域で比較すると、沖縄の路

線バスは沖縄モノレールより約 2 倍、JR 東と比較すると約 4 倍も割高 

 沖縄のバス定期運賃は、他主要都市バス運賃より割高で、特に熊本、広島のバ

ス定期運賃より約 1.5 倍程度高い  

 

 

 

注意）沖縄ＰＴと東京ＰＴのグラフは、年次、交通手段、移動目的、着地点等が異

なり一概には比較できない点に注意  

表　各都市、各モードにおける、10km圏から中心部までの通勤費用の比較

地域、モード 発地 着地 運賃（円／片道） 距離（km） 時間（分） 通勤定期（円／１か月） 通勤定期（円／3か月） 通勤定期（円／６か月）

琉球バス基幹急行 宇地泊 県庁北口 490 8.9 30 20,580 58,650 117,300 ※

琉球バス各停 真志喜 県庁北口 540 9.9 37 22,680 64,640 129,280 ※

沖縄モノレール 浦添前田 県庁前 340 10.0 23 12,480 35,570 67,400

ＪＲ東日本 西荻窪 新宿 220 10.3 15 6,580 18,760 31,620

ＪＲ九州 水城 博多 280 10.6 18 8,220 23,440 40,040

西鉄バス 柏原営業所 天神 450 10.0 46 20,250 57,710 114,820

熊本都市バス 下久保 桜町BT 430 9.8 49 15,480 44,120 88,240 ※

広島バス 寺分 新幹線口 370 10.4 38 17,220 49,080 92,990

広島ｱｽﾄﾗﾑﾗｲﾝ 安東 県庁前 340 10.3 21 14,190 38,320 68,120

仙台市営バス 岩切東コミセン仙台駅 460 10.1 49 19,290 54,970 104,140

※運賃、時間等は朝７時台出発のyahoo乗換案内検索結果 ※６か月定期代＝３か月定期代×２

出典：第3回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査報告書 【現況分析編】

出典：東京都市圏交通計画協議会ＨＰ、東京PTインフォグラフ

図 東京都区部への通勤目的、鉄道による集中トリップ数分布
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3.3.2  公共交通転換に向けた他県取り組み事例  

(1) 東京都 

 東京都では五輪開催に向け約 5 万社・910 団体へ TDM プロジェクトを推進の

ため、国、都、組織委員会職員自らが説明会、企業説明に奔走している。  

 

  

約５万社・910団体で構
成。団体構成員を含めると
数十万規模

大臣、知事、各団体会長等
によるキックオフ

国、都、組織委職員自らが
説明会、企業説明に奔走

混雑情報（予報）の提供
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各行政機関自らが実行計画 行政から各団体等への依頼文書

優秀な取組の表彰

出典：東京都ＨＰ、R3バスレーンＷＴ資料
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(2) 兵庫県朝来市 

 兵庫朝来市では、公共交通利用促進を目的に、交通費の企業への補助を実施し

ている。補助額は定期券購入価格の 1/8～3/8 となっている。  
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(3) 千葉県睦沢町 

 千葉県睦沢町においても、公共交通利用促進を目的に、交通費の企業への補助

を実施している。補助額として、乗車券類の販売額 1/2 程度となっている。  
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(4) 内閣府 

 内閣府ではえるぼし認定、くるみん認定など行っている企業に対し、プロポー

ザルの点数を与えるなどのインセンティブを設けている。  

 

 

  

内閣府：令和４年度沖縄本島における陸上交通体系の在り方検討調査の評価表
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3.3.3  実証ツールの作成  

 これまでの検討内容を踏まえ、簡易的な実証ツールの作成を行った。  

(1) ツール概要 

 自動車と公共交通（バス・モノレール）の料金を比較し、どちらが経済的に優

位となるのかを可視化するためのツール作成を目指し作成。本ツールを使用す

ることで、どの手段が利用者とって経済的なのか試算。 

 

(2) ツール使用方法  

 

図 3-7 簡易比較ツール 

① 料金比較結果を表示（車が優位、公共交通が優位、車と公共交通は等しい）  

② 右図を参考に、当てはまるルートをプルダウンメニューから選択  

③ 自身が利用するバス停又はモノレール駅（出発・到着）をプルダウンメニュー

から選択 

④ 右図のルート上にない人でも利用できるよう、距離と往復料金を調べて入力す

ることで本ツールを使用可能とした。  

⑤ 自身が所有する車に関して把握している情報を入力することで、想定される車

の維持管理費を算出  

料金比較結果:

①沿線居住地

②出発バス停・駅 ③到着バス停・駅

沿線居住地を選択して下
さい ▶

沿線居住地を選択し
て下さい

距離 往復料金

入力されていません 入力されていません

④距離 ⑤往復料金

0.0 km 0 円

0 円/日

0 円/日

1,500,000 円

5 年 0 円/日 0 円/月

5 年 0 円/月

20,000 円/月

158 円/ℓ 0 円/日 0 円/年

10 km/ℓ 0 円 0 円/年

150,000 円

2 年 0 円/日

5,000 円/月

0 日 合計 0 円/日1ヶ月の内、通勤する日数を入力してください。⇒

あなたが購入した車の金額を入力してください。⇒

通勤手当が支給されていれば入力してください。⇒

車の今後の使用予定年数を入力してください。⇒

あなたの1ヶ月当たりのバス利用料です⇒

あなたの1ヶ月当たりの車利用料です⇒

あなたの1年当たりのバス利用料です⇒

あなたの1年当たりの車利用料です⇒

車検の年数が分かれば入力してください。⇒

車を購入してからの年数を入力してください。⇒

ガソリンの単価を入力してください。⇒

----

駐車場にかかる月の費用を入力してください。⇒

車の燃費を入力してください。⇒

車検等その他費用を入力してください。⇒

選択して下さい

あなたの1日当たりのバス利用料です⇒

あなたの1日当たりの車利用料です⇒

バス、モノレールと自動車の利用コスト簡易比較ツール

【説明】ご自宅が右図のエリアである場合、黄色セルの

プルダウンメニューから選択してください。
①国道58号・330号沿線（那覇⇔コザ）

③沖縄都市モノレール沿線

②国道329号・330号沿線（那覇⇔与那原）

【説明】黄色セルのプルダウンメニューから、ご自宅、

職場近くのバス停を選択してください。

【説明】上記に当てはまらない場合は、ご自宅から

職場までの通勤距離、バス料金をお調べいただき、
下記のセルに入力してください。①～③まで入力された

方は④、⑤は"0"としてください。

【説明】車の利用料金を計算するため、以下の黄色セルに入力をお願いします。詳しい数字が分から

ない場合は、大まかな数値を入力するか、"0"と入力してください。

自動車と公共交通（バス・モノレール）の料金を比較し、どちらが経済的に優位となるのかを可視化するためのツール作成を目指しています。本ツールを使用して頂くことで、どちらの手段があなたにとって経済的な

のか試算することが出来ます。 ※ご使用にあたり、あくまで試算であることから、正確な金額ではないことにご留意ください。

① 

② 

③ ③ 

④ ④ 

⑤ 
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3.4  実証調査の結果を踏まえた検討内容の改善 

3.4.1  Web アンケートの実施 

 実証ツールを公表するにあたり、Web 調査会社を活用し、対象となるエリアに

居住・通勤するモニターへツール使用に関するアンケートを実施した。  

 なお、広報資料の検討（5 章）の参考とするため、事前に 5 つの項目について

パンフレット（素案）を作成し、どの項目が行動変容に繋がるのかについても

アンケートを実施した。 

 

(1) Web アンケート概要  

 条件：県内及び、①～③のエリア内に居住且つ、通勤している方  

 モニター数：75 人 
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(2) アンケート内容の検討  

 アンケートの検討フローを以下に示す。 

 

図 3-8 ツール使用に関するアンケート  

（全員・必須）問１．ツールを使用した際、ツールの右下に出力された番号（5桁）をご記入ください。 ⇒ 56431

（全員・必須）問２．実際ツールを使用してみて、ご自宅から職場まで、“自動車”と“バス・モノレール”のどちらが優位でしたか？

バス・モノレール 自動車

（全員・必須）問３．料金比較結果について、「公共交通が優位」となった場合、通勤時に乗り換えようと思いますか。

思う 思わない

（思わない・必須）問４．思わないと答えた方は理由を教えてください。
（いくつでも）

□バス・モノレールの乗り方が分からない
□バス・モノレールの時間が分からない
□バス・モノレールと通勤時間が合わない
□バスはどこに行くかわからないため不安
□バスの定時性が不安
□通勤でバス・モノレールを利用できるほど通勤手当がない
□費用は高いが自動車の方が臨機応変に使えるため
□その他（自由回答）

（全員・必須）問５．配布したツールの改善点があれば教えてください。
（いくつでも）

□対象となる範囲を広げる □バス・モノレール以外の手段も追加する
□経路選択が出来るようにする □車両購入費用等の条件をもっと細かく設定できるようにする
□車両購入費用等の条件をもっと簡単にする □その他（自由記述） □特になし

（全員・必須）問６．お勤めの会社に“通勤手当”を支給する制度はありますか。

ある ない

（（一部支給・なし）・必須）問１０．全額通勤手当が払われるとした場合、公
共交通への転換は考えられますか。

分からない

（ある・必須）問７．手当の上限額をおしえてください。

（ある・必須）問８．実際の通勤費に対してどの程度支給されていますか。

全額支給 一部支給 なし

□5,000円以下 □5,000～10,000円 □10,000～20,000円
□20,000～50,000円 □50,000～100,000円 □100,000円以上
□わからない

（一部支給・必須）問９．通勤費の内、どの程度手当されてい
ますか。

（考えられない・必須）
問１１．転換は考えられないと答えた理由を教えてください。

□バス・モノレールの乗り方が分からない
□バス・モノレールの時間が分からない
□バス・モノレールと通勤時間が合わない
□バスはどこに行くかわからないため不安
□バスの定時性が不安
□通勤以外にも、業務や送迎等、他の用途で自動車を使用するため
□費用は高いが自動車の方が臨機応変に使えるため
□その他（自由回答）

考えられる 考えられない

終了

□20％未満 □20～30％ □30～40％ □40～50％
□50～60％ □60～70％ □70～80％ □80％以上
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図 3-9 広報資料に関するアンケート  

  

（全員・必須）問１．情報をお読みの上で回答をお願いします。自動車から公共交通へ転換を図るにあたり、5つの項目（①渋滞の緩和、②健康で長生き、③
温暖化防止、④経済の向上、⑤安全な社会）について共感できたものをお答えください。（いくつでも）

（全員・必須）問２．①～⑤の情報を見ることで、公共交通（バスやモノレール）へ転換しようと思いますか。

思う 思わない

□①渋滞の緩和 □②健康で長生き □③温暖化防止 □④経済の向上 □⑤安全な社会 □特になし

（思わない・必須）問３．理由を教えてください
（いくつでも）。 □自分事として捉えられない

□具体の行動に移すための情報（乗り方・時刻表等）が得られない
□具体の行動に移すための経済的余裕がない
□公共交通（バス・モノレール）を信頼していない
□その他（自由回答）



第 3章 ポストコロナにおけるマイカーから公共交通への転換を促進する意識醸成の検討及び実証調査 

3-40 

(3) パンフレット（案）作成  

 Web アンケート実施にあたり、情報提供資料としてパンフレット（案）の作成

を行った。以下に示す。 
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第 3章 ポストコロナにおけるマイカーから公共交通への転換を促進する意識醸成の検討及び実証調査 

3-43 

 

  



第 3章 ポストコロナにおけるマイカーから公共交通への転換を促進する意識醸成の検討及び実証調査 

3-44 
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(4) Web アンケート結果  

1) ツールに関するアンケート  

 ツール利用者の内、自動車が優位であった人は 65.3％、公共交通が優位であっ

た人は 34.7％であった。 

 その内、公共交通が優位となった人で、通勤手段を変容したいと思った人は

60.0％となっている。  

 

 

  

自動車 65.3%

公共交通 34.7%

[Q5]実際に料金比較検討ツールを使用してみて、ご自宅から職場まで、“自動車”と“公共交通”の

どちらが優位でしたか？

(n=75)

思う 60.0%

思わない 40.0%

[Q6]料金比較結果について、「公共交通が優位」となった場合、通勤手段を公共交通に乗り換えよう

と思いますか。

(n=75)
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 公共交通が優位となっても乗り換え用と思わない理由として、「費用は高いが

自動車の方が臨機応変に使えるため」と回答した人が 50％となっている。  

 また、ツールの改善点としては「経路選択が出来るようにする」が最も多く、

次いで「対象となる範囲を広げる」、「バス・モノレール以外の手段も追加する」

となっている。  

 

 

  

6.7

3.3

10.0

3.3

20.0

3.3

50.0

30.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バス・モノレールの乗り方が分からないため

バス・モノレールの時間が分からないため

バス・モノレールと通勤時間が合わないため

バスはどこに行くかわからないため不安だから

バスの定時性が不安だから

通勤でバス・モノレールを利用できるほど通勤手当がないため

費用は高いが自動車の方が臨機応変に使えるため

その他【 】

[Q7]料金比較結果が「公共交通が優位」となっても、通勤手段を公共交通に乗り換えようと思わない

理由を教えてください。（いくつでも）

(n=30)

36.0

28.0

40.0

13.3

12.0

8.0

26.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対象となる範囲を広げる

バス・モノレール以外の手段も追加する

経路選択が出来るようにする

車両購入費用等の条件をもっと細かく設定できるようにする

車両購入費用等の条件をもっと簡単にする

その他【 】

特になし

[Q8]お使いいただいた料金比較検討ツールの改善点があれば教えてください。（いくつでも）

(n=75)
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2) 通勤手当に関するアンケート  

 通勤手当を支給する制度について、「ある」と回答した人が 84.0％となってい

る。 

 支給額については、月額 2 万円以下で半数を占める結果となっている。  

 

 

  

ある 84.0%

ない

10.7%

分からない 5.3%

[Q9]お勤めの会社に“通勤手当”を支給する制度はありますか。

(n=75)

5,000円以下

15.9%

5,001～10,000円

17.5%

10,001～

20,000円

15.9%

20,001～50,000

円 17.5%

50,001～100,000

円 6.3%

100,001円以上 3.2%

わからない 23.8%

[Q10]通勤手当の上限額を教えてください。

※月当たりの額をお答えください。

(n=63)
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 「全額支給」と回答した人は 50.8％となっている。  

 一部支給されている人のうち、どの程度手当されているかについては、約 4 割

の人が通勤費の半分以下の支給となっている。  

 

 

  

全額支給 50.8%一部支給 46.0%

なし 3.2%

[Q11]実際の通勤費に対してどの程度支給されていますか。

(n=63)

20％未満

17.2%

20～29％ 3.4%

30～39％ 6.9%

40～49％

13.8%

50～59％ 20.7%60～69％ 3.4%

70～79％ 3.4%

80％以上 31.0%

[Q12]実際の通勤費の内、どの程度手当されていますか。

(n=29)
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 一部支給と回答した人で、全額交通手当が支給されるとした場合、公共交通へ

の転換が考えられるとした人が 64.5％となっている。  

 一方で、転換が考えられないと回答した人は、45.5％が「バスの定時性が不安

だから」と問題点も挙げている。  

 

 

  

考えられる 64.5%

考えられない

35.5%

[Q13]全額通勤手当が払われるとした場合、公共交通への転換は考えられますか。

(n=31)

0.0

9.1

18.2

0.0

45.5

18.2

0.0

36.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バス・モノレールの乗り方が分からないため

バス・モノレールの時間が分からないため

バス・モノレールと通勤時間が合わないため

バスはどこに行くかわからないため不安だから

バスの定時性が不安だから

通勤以外にも、業務や送迎等、他の用途で自動車を使用するため

費用は高いが自動車の方が臨機応変に使えるため

その他【 】

[Q14]全額通勤手当が払われるとしても、公共交通への転換は考えられないと答えた理由を教えてく

ださい。（いくつでも）

(n=11)
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3) パンフレットに関するアンケート  

 配布したパンフレット（案）の内、最も行動変容に繋がると回答されたのは、

「渋滞の緩和」で 73.3％、次いで「健康で長生き」、「経済の向上」で 44.0％

となっている。  

 「渋滞の緩和」が最も多い理由として、通勤時に渋滞を目の当たりにしており、

自分事として捉えやすかったと考えられる。一方、「健康で長生き」、「経済の

向上」は、今現在健康の不安を抱えていない人や、交通手段を経済性の視点で

は見ていない人等も想定され、自分事として捉える人が少なかったものと考え

られる。 

 

 

 

 

  

73.3

44.0

33.3

44.0

33.3

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【1】渋滞の緩和

【2】健康で長生き

【3】温暖化防止

【4】経済の向上

【5】安全な社会

特になし

[Q1]以下の画像に記載されている情報をお読みの上で 答をお願いします。

自動車から公共交通へ転換を図るにあたり、5つの項目（【1】渋滞の緩和、【2】健康で長生き、

【3】温暖化防止、【4】経済の向上、【5】安全な社会）について共感できたものをお答えくださ

い。（いくつでも）

(n=75)
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 5 つの情報を踏まえ、転換をしようと思った人は 64.0％、思わなかった人は

36.0％となっている。  

 転換しない理由として、自分事として捉えられないが最も多く 20.6％となっ

ている。その他の理由として、仕事での使用や交通費支給無し、車が好き又は

便利といった意見も挙げられている。  

 

 

 

 

 

■その他 

１ 仕事でも自家用車を使うから  

２ 自分は契約形態が特殊なので、全額支給は有り得ない。  

３ 車の運転が好きだから  

４ 車通勤の方が利便性が良いから  

  

思う 64.0%

思わない 36.0%

[Q2]5つの項目（【1】渋滞の緩和、【2】健康で長生き、【3】温暖化防止、【4】経済の向上、【5】

安全な社会）の情報を見ることで、公共交通（バスやモノレール）へ転換しようと思いますか。

(n=75)

29.6

14.8

14.8

14.8

40.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分事として捉えられない

具体の行動に移すための情報（乗り方・時刻表等）が得られない

具体の行動に移すための経済的余裕がない

公共交通（バス・モノレール）を信頼していない

その他【 】

[Q3]公共交通（バスやモノレール）へ転換しようと思わない理由を教えてください。（いくつでも）

(n=27)
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4.1  検討の概要 

 これまでの検討を踏まえて、公共交通への転換を促進する意識醸成について、

広報を行った。 

 

(1) 沖縄総合事務局ＨＰ  
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(2) SNS（ witter） 
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(3) SNS（インスタグラム）  
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(4) 広報資料（確定版）  

 広報に使用した資料を以下に示す。  

  

公共交通の利用で交通渋滞を減らそう！

公共交通を利用することで、沖縄
の渋滞を減らすことができます！

• 沖縄では、自動車を持つ人が年々増加しており、交通渋滞が問
題となっています。特に那覇市では三大都市圏と比べて大変混
雑しています。

出典：H27道路交通センサス 箇所別基本表をもとに、市町村別の一般道の混雑時旅行速度を算出

13.3 14
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三大都市圏と同水準！

三大都市圏

一般道路の混雑時平均旅行速度（高速道路・一般道の有料区間は除く）Km/h

大型路線バス1台（座席数 約50席）

自動車50台

• 自動車を利用する人が50人い
れば、それだけで 路が混雑し
ます。しかし、バスやモノレー
ル等の公共交通であれば、たっ
たの1台で50人全員を運べる
ため、 路の渋滞緩和に繋がり
ます。

•   58号等のバスレーンによ
り、バスは渋滞にもかかわらず
進めます。

• これをきっかけに、少しでもバ
ス通勤を始めてみませんか。 バスレーン

発行： 内閣府沖縄総合事務局運輸部企画室 098-866-1812
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～シミュレーションツールのご案内～
• 公共交通の利便性の高いエリアを対象
に、バス・モノレールと自動車の利用
コストが簡単に比較できるツールを作
りました。新しく車を持つか悩んでい
る方、2台目以降の購入を考えている
方、是非ご利用ください。

発行： 内閣府沖縄総合事務局運輸部企画室 098-866-1812

掲載先：
https://www.ogb.go.jp/unyu/
9280/007029/panfuretto

今車の購入を検討しているあなたへ！

車は便利ですがお金がかります。

賢い選択で上手なやり繰り！

• 車は1年間で97.5万円のコストがかかっています。別の試算では、
交通・通信費は県民所得の約14％を占める割合になっています。

（コザから那覇（約23km）へ通勤する場合）

駐車代：17.4万円/年

出典：全国家計構造調査（令和元年）、小売物価統計調査（2021年）等より試算

車両購入費：30.0万円/年
（150万円で購入、使用期間5年想定）

維持管理費：31.0万円/年

燃料費：19.2万円/年

宜
野
湾
市
伊
佐

那
覇
バ
ス

タ
ー
ミ
ナ
ル

距離：約１３km

1530円/日

1180円/日

• 公共交通を利用することは不経済と思っていませんか？
• 実は、燃料費や維持管理費を含めると、バスの方が安くなる可能
性があります。（下記は１３kmの距離で比較した例）

29%

7%

9%

5%3%
5%

14%

2%

8%

18%

食料

住居

光熱・水道

家具・家事用品

被服及び履物

保健医療

交通・通信

教育

教養娯楽

その他の消費支出

料金比較結果:

①沿線居住地

②出発バス停・駅 ③到着バス停・駅

沿線居住地を選択して下
さい ▶

沿線居住地を選択し
て下さい

距離 往復料金

入力されていません 入力されていません

④距離 ⑤往復料金

0.0 km 0 円

0 円/日

0 円/日

1,500,000 円

5 年 0 円/日 0 円/月

5 年 0 円/月

20,000 円/月

158 円/ℓ 0 円/日 0 円/年

10 km/ℓ 0 円 0 円/年

150,000 円

2 年 0 円/日

5,000 円/月

0 日 合計 0 円/日1ヶ月の内、通勤する日数を入力してください。⇒

あなたが購入した車の金額を入力してください。⇒

通勤手当が支給されていれば入力してください。⇒

車の今後の使用予定年数を入力してください。⇒

あなたの1ヶ月当たりのバス利用料です⇒

あなたの1ヶ月当たりの車利用料です⇒

あなたの1年当たりのバス利用料です⇒

あなたの1年当たりの車利用料です⇒

車検の年数が分かれば入力してください。⇒

車を購入してからの年数を入力してください。⇒

ガソリンの単価を入力してください。⇒

----

駐車場にかかる月の費用を入力してください。⇒

車の燃費を入力してください。⇒

車検等その他費用を入力してください。⇒

選択して下さい

あなたの1日当たりのバス利用料です⇒

あなたの1日当たりの車利用料です⇒

バス、モノレールと自動車の利用コスト簡易比較ツール

【説明】ご自宅が右図のエリアである場合、黄色セルの

プルダウンメニューから選択してください。
①国道58号・330号沿線（那覇⇔コザ）

③沖縄都市モノレール沿線

②国道329号・330号沿線（那覇⇔与那原）

【説明】黄色セルのプルダウンメニューから、ご自宅、

職場近くのバス停を選択してください。

【説明】上記に当てはまらない場合は、ご自宅から

職場までの通勤距離、バス料金をお調べいただき、
下記のセルに入力してください。①～③まで入力された

方は④、⑤は"0"としてください。

【説明】車の利用料金を計算するため、以下の黄色セルに入力をお願いします。詳しい数字が分から

ない場合は、大まかな数値を入力するか、"0"と入力してください。

自動車と公共交通（バス・モノレール）の料金を比較し、どちらが経済的に優位となるのかを可視化するためのツール作成を目指しています。本ツールを使用して頂くことで、どちらの手段があなたにとって経済的な

のか試算することが出来ます。 ※ご使用にあたり、あくまで試算であることから、正確な金額ではないことにご留意ください。
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5.1  今後の課題 

 本事業実施を踏まえた今後公共交通への転換を促進する意識醸成を図る上で

の課題について整理した。 

 

(1) 目的別の交通への働きかけ  

1) 通勤交通への取組 

 通勤需要は、ピーク時のまとまった需要規模があり、かつ定常的となっている。

交通円滑化対策に大きく寄与することから、企業との一体的な取組が必要とな

る。 

 

2) 通学交通への取組  

 学校との連携、通学費の負担、家族による送迎との関係を踏まえた取組が必要

となる。 

 

3) 私事交通への取組  

 まちづくり・施設等との連携、サブスクリプション等の付加価値サービス、個

人行動への継続的な啓発等が必要となる。  

 

4) 観光交通への取組  

 観光まちづくり、ツアーとの連携、荷物対策、周遊性、利用を促す仕組みづく

り等が必要となる。  

 

(2) ツールの更新 

 アンケートでは経路選択等の要望もあったことから、今後、ツールの更新、バ

ージョンアップも含めて検討が必要となる。  


